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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期連結累計期間
第61期

第２四半期連結累計期間
第60期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（千円） 15,902,644 14,870,184 33,949,239

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
126,915 △762,194 240,149

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円）
107,796 △814,236 108,617

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
63,952 △803,830 390,219

純資産額（千円） 3,811,339 3,332,257 4,137,321

総資産額（千円） 20,852,446 18,738,116 22,455,510

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）

8.67 △65.54 8.74

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 17.8 17.3 18.0

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
521,723 △929,451 354,495

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△45,323 △50,329 △37,562

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
82,194 △371,433 △101,583

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
3,085,306 1,390,845 2,742,060

　

回次
第60期

第２四半期連結会計期間
第61期

第２四半期連結会計期間

会計期間
自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

（円）
74.07 13.49

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在していないため記載

しておりません。　

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

（継続企業の前提に関する重要事象等）　

　当社グループは、当第２四半期連結累計期間において、営業損失７億55百万円（前年同期は営業利益１億18百万

円）、経常損失７億62百万円（前年同期は経常利益１億26百万円）、四半期純損失８億14百万円（前年同期は四半期

純利益１億７百万円）を計上しており、当第２四半期連結会計期間末の利益剰余金は△11億58百万円（前年同期は△

３億44百万円）となっております。また、営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度は３億54百万円の

プラスとなりましたが、当第２四半期連結累計期間は９億29百万円のマイナスとなり、また、第57期（平成22年３月

期）から第59期（平成24年３月期）までの連結会計年度においても３期連続でマイナスとなっておりました。

　このような状況により、継続企業の前提に関する重要事象等が存在しておりますが、「３ 財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析」に記載の通り、当該事象又は状況を解消し、改善するための具体的な対応策を

とっていることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)業績の状況　

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、政府、日銀の打ち出した経済対策や金融緩和策への期待感

から円高が是正され株価が上昇するなど、緩やかな景気回復の兆しがみられました。

当情報サービス業界におきましては、大企業を中心に設備投資は回復基調にありましたが、当社の主要顧客層

である中堅企業においては慎重姿勢が継続しており、依然として受注環境は厳しい状況となっております。

こうした環境のなか、当社グループでは、「お客さま第一」の方針のもと、「品質向上」への取組み継続によ

り、顧客満足度の高いＩＣＴサービスの提供に努めてまいりました。

具体的な施策としては、主要なパートナーである富士通株式会社および同社グループとの連携強化による受注

拡大を進めるとともに、収益向上を目的とした顧客接点増加への活動強化、さらに今後の成長基盤となる、自社開

発ソリューションのチャネルビジネス拡大やクラウドサービス提供などの施策を積極的に進めてまいりました。ま

た、平成25年３月期に発覚した当社の一部部門における不適切な会計処理につきましては、コンプライアンス強化

に努め、全社一丸となって再発防止に取組んでおりますが、一方で当該事象の調査にあたり全事業部門における原

価処理の総点検を行ったため、第１四半期連結累計期間の受注活動に停滞が生じ、受注及び売上減少の要因となり

ました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、受注高163億90百万円（前年同期比93.4％）、売上高148億70

百万円（前年同期比93.5％）となりました。

利益面につきましては、人件費をはじめ固定費の削減に継続して取組んだものの、不適切な会計処理の調査対

応に伴う経費増、第２四半期連結会計期間の売上減少、ソフトウェアビジネスの売上遅延、及び受注損失引当金を

計上したことにより、営業損失７億55百万円（前年同期は営業利益１億18百万円）、経常損失７億62百万円（前年

同期は経常利益１億26百万円）となりました。

なお、特別損失として過年度決算訂正関連費用37百万円、法人税、住民税及び事業税を計上した結果、四半期

純損失につきましては、８億14百万円（前年同期は四半期純利益１億７百万円）となりました。

　

　事業部門別の業績は次のとおりであります。

　なお、当社グループは、情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活動を営んでい

るため、事業部門別に記載しております。　

　

情報通信機器部門

　情報通信機器部門では、企業の投資抑制および前連結会計年度に計上した新規大型商談の反動もあり、受注高

49億30百万円（前年同期比74.5％）、売上高54億61百万円（前年同期比92.1％）となりました。
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ソリューションサービス部門

ソリューションサービス部門は、受注高114億59百万円（前年同期比104.9％）、売上高94億８百万円（前年同

期比94.4％）となりました。同部門の内訳としては、ソフトウェアサービスでは、公共分野におけるソフトウェア

開発収入は堅調に推移したものの、既存顧客を中心とした民需分野ではＩＣＴ投資抑制の影響により、受注高67億

32百万円（前年同期比98.4％）、売上高54億58百万円（前年同期比89.0％）となりました。また、保守サービスで

は、受注高25億50百万円（前年同期比105.8％）、売上高23億69百万円（前年同期比94.5％）となりました。最後

に、ネットワーク工事では、既存顧客を中心に伸長しており、受注高21億76百万円（前年同期比130.7％）、売上

高15億80百万円（前年同期比119.0％）となりました。

 

当社グループの四半期業績の特性について

　情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である９月、

３月に集中して計上される傾向にあるため、当社グループの売上高および利益は、第２四半期、第４四半期に集

中、増加する特性があります。　　

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度の期

末残高より13億51百万円減少し、13億90百万円となりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッ

シュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、減少した資金は９億29百万円（前年同期は５億21百万円の増加）となりました。

これは主に税金等調整前四半期純損失８億円、売上債権の減少による32億51百万円の収入、仕入債務の減少に

よる19億30百万円の支出及び受注獲得に伴うたな卸資産の増加による７億95百万円の支出によるものでありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、減少した資金は50百万円（前年同期は45百万円の減少）となりました。

これは主に固定資産の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、減少した資金は３億71百万円（前年同期は82百万円の増加）となりました。

これは主に借入金の返済及び社債の返済（償還）によるものであります。

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題及び経営者の問題認識と今後の方針について

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等は次

のとおりであります。

株式会社の支配に関する基本方針について

当社の財務および事業の方針の決定を支配する者は、株主様をはじめとした当社のステークホルダーとの信頼

関係を最優先に考え、当社の企業価値を中長期的に最大化させる者でなければならないと考えております。当社

はこの方針の下、次の取組みを行っていきます。

・業績の向上を図り、安定した収益基盤を確立すること

・大株主である企業との取引関係をより密にし、継続的な信頼関係を構築すること

・業績を反映した適正な株価形成と、円滑な株式流通を確保するため、ＩＲ活動を強化すること

・株主優遇策すなわち、株価、配当を財務戦略の重要課題として位置づけるとともに、財務面の健全性向上・

維持に取組むこと

・不本意な買収に対抗できる企業価値向上のため、経営計画を策定・推進し、成長基盤を確立すること

・良好な労使関係を確立し、持株会の充実を図り従業員の支持を得ること

　さらに、当社は株主異動状況の定期的な調査、買収提案があった場合の対応手順の作成等、当社株式の大量取

得を行う者が出現した場合に適切な対応を講ずることができるように努めてまいります。

　なお、取締役会としては、上記取組みの具体的な内容からして、株主共同の利益を損なうものではなく、役員

の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。

(4)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発費の金額は15百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(5)経営成績に重要な影響を与える要因や問題点と経営戦略および今後の方針について　

EDINET提出書類

大興電子通信株式会社(E02683)

四半期報告書

 4/18



　当社グループを取り巻く事業環境は、企業収益に改善の動きが見られるものの、厳しい雇用情勢や景気下押しリ

スクが存在し、長期化する景気低迷や深刻な雇用情勢等の影響により厳しい状況が続いております。このような環

境のなか、経営成績に重要な影響を与える要因として各種の競争激化があげられます。

 当社グループは、コンピュータメーカー各社および関連ソフトウェア会社、ソフトウェアパッケージ会社、シス

テムインテグレータ、コンサルティング会社など多種多様な企業と競合関係にあり、今後、同業他社あるいは新規

参入者との取扱い商品・サービス、業務スキル、技術面等での競争結果によっては、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。

　このような要因を解消するため、当社グループは「お客さま第一」の基本に立ち返り、「顧客視点」の営業活動

を積極的に展開するとともに、コスト削減の推進に加え、会社体質の変革を進めてまいります。また、中長期的な

方向性につきましては、「顧客軸」として、主力市場である中堅民需向けビジネスの深堀を図るとともに、新たな

事業分野へ積極的にビジネス展開を図り、「製品軸」として、自社パッケージソフトウェアの機能強化、販売手法

の見直しによる新たな収益基盤の確立に向けた事業展開を推進してまいります。

　

(6)資本の財源及び資金の流動性についての分析

 当社グループの資金需要は、情報通信機器等の仕入、ソフトウェア等の制作および人件費を主とする販売費及び

一般管理費等によるものであり、これらを使途とする運転資金の安定的かつ機動的な確保を資金調達の基本方針と

しております。この方針に沿い、当第２四半期連結会計期間末現在、短期借入金23億80百万円、長期借入金９億12

百万円（1年内返済予定の長期借入金を含む。）、及び銀行保証付き私募債３億５百万円（1年内償還予定の社債を

含む。）を本邦内において調達しております。

　当社グループは、大幅な固定費削減や事業ポートフォリオの見直しによる構造改革および売掛金の回収促進など

の営業活動によるキャッシュ・フローの改善に加え、金融機関からの安定した資金調達により、当社グループの成

長を維持するための運転資金を確保する方針であります。

(7)継続企業の前提に関する重要事象等

 当社グループは、「第２ 事業の状況 １ 事業等のリスク」に記載のとおり、継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が当第２四半期連結会計期間において存在しておりますが、経営改善策を実施するこ

とで、安定した収益基盤を確立することに加え、コスト削減策の実行で損益分岐点を引き下げることにより、継続

企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。なお、経営改善策の主な内容は以下のと

おりであります。

①安定した収益基盤を確立するための施策

・製販一体の組織で特色あるビジネスを推進することにより事業価値を高めます。

・顧客接点増による「お客さま第一」を継続し、受注と売上を増加します。

・商品・人材・仕事のすべてにおいて徹底的に品質にこだわる経営を進めることで、非効率をなくし利益率を向

上します。

・富士通株式会社グループとの連携強化により既存ビジネスを拡大します。

・自社開発ソリューションを活かした中堅企業向けのクラウドビジネスを確立します。

・救急医療分野を中心とした医療ビジネスに本格参入します。

・マイナンバー実用化に向けた取り組みを開始します。

・駐在員の配置により海外市場の開拓に取り組み、ASEANを始めとして自社開発ソリューションの展開を図りま

す。

・新商品ならびに新サービスの調査、企画、開発を継続するとともに、ベンダーおよびパートナーの開発にも取

り組みます。

②損益分岐点を引き下げる経費削減策

・就業時間の延長を始めとした体質改善活動によりコスト削減を継続します。

・本社及び支店における、事務所賃借料の抑制を継続いたします。

・人員の直間比率を見直し、徹底的に直接部門を支援する体制を整備し運用いたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 47,900,000

計 47,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月14日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,561,219 12,561,219
東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式　

単元株式数1,000株　

計 12,561,219 12,561,219 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
－ 12,561,219 － 3,654,257 － 272,811
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（６）【大株主の状況】

 平成25年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富士通㈱ 神奈川県川崎市中原区上小田中４－１－１ 1,866 14.86

㈱オービック 東京都中央区京橋２－４－15 1,500 11.94

㈱大和証券グループ本社 東京都千代田区丸の内１－９－１ 1,277 10.17

大興電子通信従業員持株会 東京都新宿区揚場町２－１ 1,269 10.11

㈱ドッドウエル　ビー・エム・エス 東京都中央区日本橋久松町12－８ 753 5.99

大興電子通信取引先持株会 東京都新宿区揚場町２－１ 517 4.12

興銀リース㈱ 東京都港区虎ノ門１－２－６ 517 4.12

サンテレホン㈱ 東京都中央区八丁堀４－５－４ 200 1.59

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１－１－２ 92 0.74

野上　豊 神奈川県綾瀬市 78 0.62

計 － 8,072 64.27

　（注）　上記のほか、自己株式が141千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 　　141,000
―

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元株式数1,000株 

完全議決権株式（その他） 普通株式 　12,172,000 12,172 同上

単元未満株式 普通株式 　 248,219 ― 同上

発行済株式総数 12,561,219 ― ―

総株主の議決権 ― 12,172 ―

　（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式82株が含まれております。
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②【自己株式等】

 平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数
の合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

大興電子通信株式会社

東京都新宿区

揚場町２－１
141,000 － 141,000 1.12

計 ― 141,000 － 141,000 1.12

　（注）　当第２四半期会計期間末日現在における当社所有の自己株式数は、141,082株であります。

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,990,175 1,648,564

受取手形及び売掛金 9,567,009 6,316,143

機器及び材料 4,728 2,568

仕掛品 5,288,740 6,086,734

その他 397,044 441,628

貸倒引当金 △6,000 △4,882

流動資産合計 18,241,697 14,490,757

固定資産

有形固定資産 1,394,617 1,380,781

無形固定資産 182,307 182,189

投資その他の資産

投資有価証券 2,024,831 2,042,699

その他 653,576 684,870

貸倒引当金 △50,205 △49,465

投資その他の資産合計 2,628,202 2,678,104

固定資産合計 4,205,127 4,241,075

繰延資産 8,684 6,282

資産合計 22,455,510 18,738,116

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,290,647 4,359,787

短期借入金 2,574,000 2,380,000

1年内償還予定の社債 197,500 199,000

1年内返済予定の長期借入金 401,200 586,260

未払法人税等 54,293 28,602

賞与引当金 374,100 308,300

製品保証引当金 3,300 3,500

その他 1,552,873 1,203,799

流動負債合計 11,447,914 9,069,249

固定負債

社債 205,500 106,000

長期借入金 548,300 326,360

繰延税金負債 283,505 290,314

退職給付引当金 5,542,831 5,388,399

手数料返還引当金 2,000 3,000

その他 288,136 222,535

固定負債合計 6,870,274 6,336,609

負債合計 18,318,189 15,405,858
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,654,257 3,654,257

資本剰余金 272,811 272,811

利益剰余金 △343,928 △1,158,165

自己株式 △30,498 △31,056

株主資本合計 3,552,641 2,737,846

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 489,575 499,436

その他の包括利益累計額合計 489,575 499,436

少数株主持分 95,104 94,974

純資産合計 4,137,321 3,332,257

負債純資産合計 22,455,510 18,738,116
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高
※1 15,902,644 ※1 14,870,184

売上原価 12,861,927 12,568,033

売上総利益 3,040,716 2,302,151

販売費及び一般管理費
※2 2,921,998 ※2 3,057,465

営業利益又は営業損失（△） 118,718 △755,314

営業外収益

受取利息 273 1,142

受取配当金 11,239 17,097

助成金収入 9,503 14,341

その他 39,046 15,020

営業外収益合計 60,063 47,601

営業外費用

支払利息 41,258 42,038

投資事業組合運用損 830 －

その他 9,777 12,443

営業外費用合計 51,865 54,481

経常利益又は経常損失（△） 126,915 △762,194

特別損失

投資有価証券売却損 0 －

会員権評価損 150 －

投資有価証券評価損 40 －

過年度決算訂正関連費用 － 37,809

特別損失合計 190 37,809

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

126,724 △800,004

法人税、住民税及び事業税 24,088 13,687

法人税等合計 24,088 13,687

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

102,636 △813,692

少数株主利益又は少数株主損失（△） △5,159 544

四半期純利益又は四半期純損失（△） 107,796 △814,236
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

102,636 △813,692

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △38,651 9,812

持分法適用会社に対する持分相当額 △32 48

その他の包括利益合計 △38,683 9,861

四半期包括利益 63,952 △803,830

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 69,112 △804,375

少数株主に係る四半期包括利益 △5,159 544
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

126,724 △800,004

減価償却費 91,367 76,904

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,300 △65,800

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,188 △1,859

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △57,015 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △81,197 △154,432

受取利息及び受取配当金 △11,513 △18,240

支払利息 41,258 42,038

売上債権の増減額（△は増加） 1,563,471 3,251,682

たな卸資産の増減額（△は増加） △348,229 △795,780

仕入債務の増減額（△は減少） △741,615 △1,930,860

その他 △15,969 △388,858

小計 580,768 △785,210

利息及び配当金の受取額 12,058 18,798

利息の支払額 △43,397 △46,712

法人税等の支払額 △27,705 △34,826

訴訟関連損失の支払額 － △81,500

営業活動によるキャッシュ・フロー 521,723 △929,451

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △106,200 △127,800

定期預金の払戻による収入 117,000 117,000

有形固定資産の取得による支出 △28,940 △19,162

無形固定資産の取得による支出 △1,397 △29,173

投資有価証券の取得による支出 △15,823 △11,244

投資有価証券の売却による収入 0 10,190

その他 △9,962 9,861

投資活動によるキャッシュ・フロー △45,323 △50,329

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 705,000 505,000

短期借入金の返済による支出 △873,135 △699,000

長期借入れによる収入 300,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △130,600 △236,880

リース債務の返済による支出 △25,148 △41,320

社債の発行による収入 292,933 －

社債の償還による支出 △186,500 △98,000

自己株式の取得による支出 △355 △557

少数株主への配当金の支払額 － △675

財務活動によるキャッシュ・フロー 82,194 △371,433

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 558,595 △1,351,214

現金及び現金同等物の期首残高 2,526,711 2,742,060

現金及び現金同等物の四半期末残高
※1 3,085,306 ※1 1,390,845
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

受取手形割引高　

 
前連結会計年度

 （平成25年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

受取手形割引高 －千円 51,262千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

※１　情報サービス産業の特性として、ハードウェアならびにシステムの導入および更新が年度の節目である

９月、３月に集中して計上される傾向にあるため、当社グループの売上高は、第２四半期、第４四半期

に集中、増加する特性があります。

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

従業員給料手当 1,303,842千円 1,334,652千円

賞与引当金繰入額 173,961 155,674

退職給付費用 114,395 95,256

役員退職慰労引当金繰入額 △2,068 －

減価償却費 39,965 42,601

貸倒引当金繰入額 6,478 －

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記

のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

現金及び預金勘定 3,320,419千円 1,648,564千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △235,112 △257,718

現金及び現金同等物 3,085,306 1,390,845

 

EDINET提出書類

大興電子通信株式会社(E02683)

四半期報告書

15/18



（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成25年４月１日　至平成25年９月30日）　

当社グループは情報通信分野における機器の販売及びサービスの提供を行う単一の事業活動を営んでいるた

め、セグメント情報については記載を省略しております。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
8円67銭 △65円54銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
107,796 △814,236

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（千円）
107,796 △814,236

普通株式の期中平均株式数（株） 12,427,364 12,422,780

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成25年11月14日

大興電子通信株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宮木　直哉　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大興電子通信株

式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成25年７月１日から

平成25年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大興電子通信株式会社及び連結子会社の平成25年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　

　※１.上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は四半期連結財務諸表に添付される形で、当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しておりま

す。

　　２.四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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